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【決算のポイント】 
 

① 2016.3月期は、前年に対して増収減益 
  メール便廃止や宅急便新サービスの拡販の遅れが大きく上期業績に影響するも、 
  下期に、宅急便やノンデリバリー事業の伸長、およびコストコントロールにより 
   おおむね取り戻した 
 

② 営業収益：宅急便やノンデリバリー事業の伸長により増収（+197億円） 
          第3四半期時点の予想を上回った 
 

③ 営業利益：コストコントロールは効いたものの、宅急便新サービスの伸長が、 
            クロネコメール便廃止の影響を補うに至らず減益 
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【2016.3月期決算の業績】 
 
① デリバリー事業 
  メール便廃止の影響があったものの、宅急便新サービスや 
  E-コマースを中心とした宅急便の伸長で増収、第3四半期時点予想も達成 
  
② ノンデリバリー事業 
   「バリュー・ネットワーキング」構想の推進を中心に増収するも、第3四半期時点   

  予想は未達成 
  
③ デリバリー事業のコストコントロールを強化するも、連結営業利益は第3四半期 

  時点予想に4億円届かず 
 
④ 特筆すべき特別損益はなし 
  
⑤ 親会社株主に帰属する当期純利益に対しては、法定実効税率の引き下げが 

  今期はプラスに影響 
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【セグメント毎の主な収益増減とその要因】 
 増：増収要因 減：減収要因 
 

① デリバリー事業（増収減益） 
  増：宅急便取扱個数：1,731,263千個 +6.7％（リテール +2.6％ 法人市場 +11.6％） 
     宅急便の収入が初めて1兆円を超過 
  減：クロネコDM便取扱冊数：▲19.2％の影響 
   

② BIZ－ロジ事業（増収増益） 
  増： 販売物流（通販サービスが好調）、 
     メディカル事業（H27.1月開始のジョンソン エンド ジョンソンなど好調） 
  減： 貿易物流 （前期における米国での港湾ストによる航空貨物特需の反動） 
 

③ ホームコンビニエンス事業（増収増益） 
  増： オフィス関連サービス、物品の調達サービス 
  減： 電力需給規制による大型電気設備配送・設置の取扱いの減少 
            収益は大きく伸びなかったが、平日稼働率を向上させ収益性改善が増益に寄与 
 

④ ｅ-ビジネス事業（増収増益） 
  増：アミューズメント業界向け電子マネーサービス、 
     ＭＶＮＯ事業者向けセットアップ・ロジサービスの伸長   
 

⑤ フィナンシャル事業（増収減益） 
  増： トラックのファイナンスリース事業の伸長 
  減： 代引決済市場縮小の影響で、宅急便コレクト事業の成長が鈍化 
 

⑥ オートワークス事業（減収減益） 
    減 ： 燃料販売単価の下落の影響 
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【連結営業費用の主な増減】 
 
① 連結営業費用は対前年 1兆3,478億円（＋1.5％） 
 
② 当社を取り巻く環境の悪化 
  外形標準課税の増税→租税公課の増加 
  労働需給の逼迫   →人件費、傭車費の上昇 
 
③ 原油価格の下落   →燃料油脂費の減少 前年差▲57億円 
 
④ 引き続き、生産性向上施策の継続的推進およびコストコントロールの徹底 
 
⑤ 詳細については、 「スライド13連結営業費用の増減分析」ならびに 
   「スライド14デリバリー事業 営業費用の増減分析」のページにて説明 



5 

【四半期別営業利益動向】 
 
① 通販市場の拡大および宅急便新サービスの伸長、ノンデリバリー事業の着実な成長 

        による増収 

  

② 第3四半期よりクロネコメール便廃止の影響を圧縮すべく、さらなるコストコントロール 

   を実施することで下期単体、第4四半期単体ともに、過去最高益を達成 
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【宅急便の推移】 
 

① 単価はやや想定を下回ったが、取扱個数は想定を上回り、収入はほぼ計画通り 

 
② 取扱個数  対前年    6.7％    対第３四半期時点予想比  +0.1％      
  ・大口の通販顧客は引き続き大きく伸長 
  ・小口商流の出荷も下期より復調し、増加傾向 
 
③ 単価     対前年   ▲2.9％   対第３四半期時点予想比 ▲0.1％      
  ・大口の通販顧客の出荷増や新サービスの拡販に伴う下落 
 
④ 宅急便新サービスの動向 
   ・宅急便新サービスは第４四半期で更なるサービス拡大を実現 
   ・コンビニエンスストアでの「サイト連携」配送サービス開始 
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【クロネコDM便の推移】 
 

① 2016年3月期 累計取扱冊数 対前年 ▲19.2%  対第３四半期時点予想 ▲ 0.2％     
  ・クロネコメール便廃止による個人顧客の取扱停止 
  ・市場縮小 
 
② 2016年3月期 累計単価     対前年   ▲6.6%  対第３四半期時点予想  ▲1.4％      
  ・冊数構成比の変化 
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【海外宅急便の進捗】 
 
① 不採算取引の見直しによりマレーシアを除く地域について個数減少 

 
② その結果、営業利益は改善 

 
③ マレーシアはGDEX社との資本提携により、アジア展開の核となって拡大予定 
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【2017年3月期の位置づけ】 
 
① 中期経営計画の最終年度として 
  「バリュー・ネットワーキング」構想の推進と 
  健全な企業風土の醸成を引き続き推進 
 
② 「バリュー・ネットワーキング構想の推進」 

     ・高付加価値ビジネスモデル創出 

     ・事業基盤強化 

   →次期中期経営計画JUMPでの成長に向けた足固めの年と位置づけ 

 

③ 「健全な企業風土の醸成」 

     ・信頼される品質の提供でそれぞれのステークホルダーの満足を追求 
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【2017年3月期予想と中期経営計画STEPとの乖離の主な要因】 
 

① 収益面 

   ・高付加価値ビジネスモデルの創出遅れ 

   ・デリバリー事業の収益不足 
   →クロネコメール便廃止の影響や消費増税による景気減退 

   ・海外事業の進捗遅れ 
 

② 利益面 

   ・収益下振れに伴う利益減 
  ・その他、クール宅急便の品質改善や外的要因（影響100億円）による費用増加 
 
③ 次期中期経営計画JUMPにつなげる今期の重点的な取組事項 
    高付加価値ビジネスモデル創出の加速 

   ・ビジネスモデルの領域拡大 

  ・M&Aやアライアンスによる海外事業の強化 
  

④ 事業基盤の強化 

  ・コンビニエンスストアや、宅配事業各社が共同利用できるオープン型宅配ロッカーなど 
   を活用した新たな生活インフラの構築 
  ・オペレーション機能統合によるグループ資産の最適化 
  ・自動化・省人化等による輸配送の効率性向上→ゲートウェイ構想 
  

⑤ 重点的な取組事項を着実に実行し、次期中期経営計画JUMPでの成長につなげる 
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【資本政策の考え方】 
 
① 原点に立ち返り、利益成長を重視 
  次期中期経営計画JUMPに向けた成長投資を積極的に実施する方針 

 

② 2016.3月期は、宅急便40周年 記念配当（+2円）を含めて配当は28円実施 
  自己株式の取得・消却を500億円実施 
  ROE 7.1％ （対前年+0.4％） 

 
③ 株主還元策については、考え方に変化無し 
 
④ ROEの目標に向けては、利益率向上を推進 
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【2017年3月期業績予想】 

 
① 営業収益：増収基調は変化無し 
                対前年 +435億円、+3.1％ 
 
② 営業利益：外形標準課税増税等の外的要因の影響もあり、減益予想 
                   対前年 ▲45億円、▲6.6％ 
                    
                   外的要因（80億円）を除いた実力値 720億円の場合 
            対前年 +35億円、+5.0％  利益率 4.9％（前年より+0.1％改善） 

 

③ 減益計画としたのは、外的要因や次期中期経営計画JUMPに向けた成長 
  投資の実施に加え、予想に対する市場からの信頼性を考慮した為 
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【連結営業費用の主な増減】 
 

① 営業収益が対前年1.4％増に対し、営業費用は1.5％増 

② 人件費／下払経費については、宅急便取扱個数増加に対し適切にコントロールし、上昇幅を抑制 

③ 人件費 ： 対前年+118億円（+1.7％） 

  「人件費その他」 ： 対前年+11億円 
    ・日雇給料    …対前年▲20億円 

④ 下払い費用 ： 対前年+87億円（+1.6％） 

  「委託費」： 対前年+64億円（+3.0％） 
     ・デリバリー事業…対前年+16億円（ヤマト運輸単体では+5億円） 
     クロネコメイト委託費は減少も、宅急便の増加やその他事業の増収に伴う委託費が増加 

     ・ノンデリバリー事業…対前年+48億円 
     主にBIZ-ロジ事業やe-ビジネス事業において、案件増加による増収に伴い作業委託、 
     人材派遣等の使用が増加 

  「傭車費」 ： 対前年+37億円（+2.1％） →取扱個数の伸びに比べ、適切にコントロール 
  「下払いその他」： 対前年▲13億円 
   →リース事業好調のため売上原価は増加したが、原油価格下落により仕入原価が減少 

⑤ 車両費 ： 対前年▲53億円（▲11.5％） 原油価格下落の影響大 

⑥ その他経費 ： 対前年+102億円（+3.6％） 
      ・宣伝広告費      …+12億円（新サービス関連） 
    ・外形標準課税  …+18億円（うち、税率変更の影響 …+14億円） 
         ・減価償却費     …+6億円 

⑦ 下期単体の利益については、過去最高益の505億円となり、第2四半期時点予想の、 

  510億円に近しい結果となった       
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【デリバリー事業 営業費用の増減分析】 
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【セグメント別業績予想】 
 
① 連結営業収益 
   宅急便取扱個数の増加やノンデリバリー事業の伸長による増収は継続すると想定 

② 連結営業利益  
 ・ 主に外的要因による費用増加（80億円）により減益となるものの、外的要因を除くと    
     過去最高益720億円に相当 

 ・上期利益計画はやや野心的、下期は保守的 

  →うるう年の反動や燃料費上昇見込（下期） 

        外的要因の増加（上期：25億円、下期：55億円予想） 

③ デリバリー事業 

 ・宅急便は、新サービスの増加や大口を中心とした通販顧客の出荷増により取扱個数    

    増加を見込むものの個数構成比の変化により単価は下落 

 ・クロネコＤＭ便は、ＤＭ市場縮小等により数量減少、 
冊数構成比の変化により単価は下落 

 ・宅急便取扱数量の増加により全体としては増収 

 ・社員数や拠点数が多い分、社会保険適用者拡大や外形標準課税増税といった 

  外的要因によるコスト増加が大きく影響し、減益 

④ ノンデリバリー事業 
  ・高付加価値モデルの推進やコスト面での改革を進め、ノンデリバリー事業全体は 
    増収増益 
  ・ｅ‐ビジネス事業を中心に、新たなテクノロジーの研究・開発に投資 
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【営業費用予想】 
 
① 対前年+3.1％の増収 
    営業費用は対前年+3.6％ （ただし、外的要因を除けば対前年+3.0％に留まる） 
 
② 人件費 
 ・人員の増加やベアを反映 
 ・退職給付費用の増加は、マイナス金利に伴う割引率低下による（30億円） 
 ・「人件費その他」は社会保険適用者拡大に伴う増加（法定福利費 20億円） 
 
③ 下払経費 
 ・下払経費については、宅急便取扱個数の増加に対して適切にコントロール 
 
④ 車両費 
  ・下期に向けて原油価格の若干の上昇を想定 
 
⑤ その他経費 
 ・外形標準課税増税による影響を含む（租税公課 30億円） 
 
⑥ 設備投資 
 ・通常の事業に係る設備投資 
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